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1. 次期理事長選出の選挙について

平成19年10月10日

社団法人日本病理学会

選挙管理委員長 森 茂郎

平成20/21年度次期役員（理事・監事）選挙の結果を踏

まえ，次期理事長を選挙により選出いたします。下記の要

領により投票をお願いいたします。

記

○投票締切日:平成19年10月31日（水) 当日消印有効

◯投票用紙には，被選挙人名簿の中から1名を記載くださ

い。

所信表明（希望者のみ）をご参照ください。

なお，被選挙人の資格には，この所信表明の有無は問い

ません。

◯記載された投票用紙は，内封筒に入れてください。

内封筒にはのり付けをしないよう，お願いいたします。

◯外封筒には，投票者の所属，氏名および会員番号を明記

してください。この記載がない場合は，無効となります

のでご注意ください。

◯封筒には投票用紙以外は同封しないでください。

○切手は貼らずにお出しください。

(1) 被選挙人名簿（記載はABC順）

青 笹 克 之

深 山 正 久

井 内 康 輝

覚 道 健 一

黒 田 誠

真 鍋 俊 明

松 原 修

本 山 悌 一

向 井 清

根 本 則 道

岡 田 保 典

長 村 義 之

坂 本 穆 彦

佐 藤 昇 志

白 石 泰 三

居 石 克 夫

寺 田 信 行

上 田 真喜子

山 口 朗

(2) 次期理事長候補者所信表明（希望者のみ掲載:希望

者は1名でした）

長村義之（東海大学医学部病理診断学）

この度，日本病理学会理事に選出していただきました。私

は，現在取り組んでおります多くの課題の解決のため，二

期目の理事長を目指して立候補いたします。診療標榜科，診

療報酬などにおいて病理学会の認知度は高まってきており

ますが，病理医が働きやすい環境を実現するためには，更

なる多方面への対外的な活動が重要です。また，研究活動

の更なる賦活化および卒前教育・卒後臨床研修における病

理学の確立など，研究・教育にも気配りの出来たバランス

よい学会運営を目指します。これら診療・研究・教育は，い

ずれも若手病理医のリクルートに繋がる「我々の魅力」と

して極めて重要です。法人化して9年目を迎えましたが，病

理学会の効率の良い運営を目指した機構改革も，会員の皆

様のご意見を取り入れながら実現に向けた議論が必要と思

います。私は理事長として，2011年に100周年を迎える日

本病理学会が更に活力を高めるべく諸課題に取り組む所存

です。

2. 日本病理学会企画委員会「病理検査技師との関係に

関する小委員会（平成18年3月まで）」による病理学

会各支部アンケート集計結果報告

―病理医と病理技師とのよりよい関係を目指して－

病理医にとって業務委譲は必要か?―

はじめに

病理医と病理検査技師とのより良好な関係を築くため

に，病理検査士（仮称，PAと略す）導入の是非を含む諸問

題の検討を目的として，病理学会企画委員会の「病理検査

技師との関係に関する小委員会」が平成16年度に発足し，

「はじめにPAありき」ではない立場を前提として翌年度ま

で討議を重ねた（活動記録は学会のHP，企画委員会の項を
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参照）。

PAの導入に関しては，病理学会として明確な方向性の

提示がなく，職域も不画定なため，様々な議論が霧中を去

来しているのが現状であろう。しかし，「PAとは現行の病

理医業務の一部を委譲されて行う職務である」という前提

は共通の認識と思われる。したがって，最も関係の密接な

診断病理医の意見を尊重すべきである。病理医の立場から

導入を討議する場合，まず業務を委譲する必要性の検討が

最重要であり，次に委譲が必要であれば，どの業務の委譲

が許容可能か，が焦点となる。PAの是非は病理医の将来に

重大な問題であり，学会員，特に診断病理医から広く意見

を伺うことが重要と考え，17年度に公的なアンケートを企

画・施行した。アンケートは主に各支部にて診断病理の勉

強会時に配布，回収された。小委員会ではこの様な考えの

下に可能な限り多数の会員の声を聞くべく努め，473名（病

理専門医385名）の回答を得た。会員総数や専門医総数に

比し回収率が低い印象を受けるが，各支部の交見会などへ

の出席者が主な回答者であり，現在実働の病理医の意見が

よく反映されていると思われる。

今回，アンケートの集計・解析（FileMaker Pro ver.5.0,

Excel 2000を使用）につき結果報告をする。

まとめ

1.アンケート集計結果

1) 回答者及びその所属（表1):回答総数473名。その

うち病理専門医で病理診断を主業務とするもの(以

下｛専門医∩診断業務｝と記す)は335名（71%）。

2) 小委員会に関する認知度:372名（79%）がPAにつ

いての公的議論を認知，91名（19%）は知らず（無

回答10(2%)）。中部支部（94%が認知），北海道支

部 (90%)，他は約80%が認知（九州・沖縄支部で

は57%）。

3) 小委員会の提言（「病理診断の最終責任は病理医にあ

り，全ての病理業務は病理専門医の指導下に行うべ

きである」）に対する賛否:413名（87%）が賛意，50

名（11%）が反対（無回答 20名(4%)）。主な反対

理由:病理医の責任下で技師に何をやらせても良

い」との解釈も成立するため。

4) 現在技師に委任の業務〔複数回答可〕（表2):その

他，マクロ写真撮影:2名，統計処理:1，標本・ガ

ラスの整理:1。

5) 業務の委譲に関して（図1,2):総計では，積極的な

業務委譲が必要:17名（4%），条件付き委譲可:210

名 (44%)，業務委譲は必要ない:225名（48%），無

回答:21名（4%）。

6) 業務委譲が必要だと思われる時，委譲可能な業務（複

数回答可）（表3,4):表以外では臨床医へ結果報告:

15名(3%)，解剖介助:15(3%)，術中凍結切片作成:

9(2%)，免疫染色法:8(2%)，通常標本作製:5

表1.アンケートの回答者集計

A  B  C  D  E  F  G 計

回答総数 10  36  124  115  51  62  75  473

専門医 8 80% 31 86% 109 88% 102 89% 41 80% 47 76% 47 63% 385 81%

所 属

一人病理医 1 10% 6 17% 17 14% 36 31% 13 25% 21 34% 11 15% 105 22%

病院病理医 5 50% 7 19% 30 24% 28 24% 15 29% 9 15% 10 13% 104 22%

大学 3 30% 21 58% 62 50% 43 37% 22 43% 26 42% 42 56% 219 46%

その他 1 10% 1  3% 11 9% 8 7% 1  2% 5  8% 10 13% 37 8%

無回答 0  0% 1  3% 4 3% 0 0% 0  0% 1  2% 2  3% 8 2%

病理主業務 9 90% 33 92% 107 86% 97 84% 47 92% 45 73% 52 69% 390 82%

［専門医ではない;82名（17%），診断を主業務としない 69名（15%）］
A:北海道 B:東北 C:関東 D:中部 E:近畿 F:中国・四国 G:九州・沖縄

表2.現在技師に任せている業務（総計）

業務項目 回答数（全体での割合）

標本作成（薄切，染色等） 463（98%）

事務業務（検体受付等） 453（96%）

免疫組織化学的染色法 432（91%）

術中迅速凍結標本作製 429（91%）

解剖介助 411（87%）

生検材料の処理 398（84%）

電顕標本作製 187（40%）

臨床医への結果報告 58（12%）

手術材料切り出し 51（11%）

菌体確認（抗酸菌，真菌等） 49（10%）

遠隔病理診断の送信 24（ 5%）

電顕所見読み 19（ 4%）

組織標本スクリーニング 7（ 1%）

免染の結果判定 6（ 1%）

解剖執刀;5，消化管生検組織標本スクリーニグ;3，解剖
診断;1，組織診断;0
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(1%)，解剖診断:5(1%)，事務業務:4(1%)，その

他:4（免疫・特殊染色のオーダー，診断精度管理）。

7) PA制度が導入された場合，その教育に従事するこ

とが可能かについて:168名(全体の36%，回答者の

53%)が教育は可能，37名(全体の8%，回答者の

12%)が不可能，110名(全体の23%，回答者の35%)

は「わからない」と回答。

8) 自由意見:総計92名が回答。

図1.各支部における業務委譲についての回答集計

図2.業務委譲についての詳細
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2.アンケート集計結果のまとめ:アンケートの主な結

果は以下のようにまとめられる。

1) 全回答の47%（｛専門医∩診断業務｝では51%）が

業務委譲の必要を認めていない。

2) 全回答の44%（｛専門医∩診断業務｝では43%）が

条件付委譲可で，菌体確認，手術材料の切り出し，免

染の結果判定が委譲可項目の上位。「積極的に委譲」

という回答は非常に少ない。

3) 消化管生検標本スクリーニング，組織標本スクリー

ニングに関しては，それぞれ全回答の8%，5%が委

譲可と回答した（｛専門医∩診断業務｝ではそれぞれ

8%，6%）。

4) 組織診断に関しては，全回答の0.4%，｛専門医∩診

断業務｝では0.9%が委譲可と回答。

以上より，約半数は病理業務委譲の必要性を認めず，条

件付き導入を是認した者では，委譲可の項目として菌体確

認，手術材料の切り出し，免染の結果判定などが主である

が，｛専門医∩診断業務｝の約1/6～1/10に過ぎない。PA

導入時に委譲項目として問題となるのは，肉眼診断につな

がる「手術材料の切り出し」と推測されるが，診断病理医

の多数はそれを望んでいない。

3.PA制度導入に関連する諸問題について:PA導入

を前提とした考察ではなく，導入の是非を考える際

に考慮すべき諸問題につき自由意見を参考として列

挙した。

1) 法的な問題:まず病理医業務における「医行為」の

画定が必要で，それに基づいてPAの職域を規定し，

それが法的に認知され得るか，認可されるとすれば，

責任の所在はどこかを明確にすべきである。また，責

任に伴う罰則規定についても考えなければならな

い。業務分担の結果，保険点数が下げられる可能性

も危惧される。さらに医師の比率が8割を切ると専

門医資格を認める厚労省基準に学会が適合しなくな

る事態も生じる。

2) 患者に対する責任問題:大前提としてPA導入は患

者にメリットのあるものでなければならない。診断

精度の問題，患者との信頼関係，患者の個人情報の

保持など，患者側を含めた意見も広く聴取する必要

があろう。

3) 技師教育に関する問題:PAを導入する場合，誰が，

何処で，いかに教育するかが問題となる。PAの教育

よりも若い病理医の教育・指導こそが急務であり，病

理医本来の責務であるとの意見も多い。

4) 他学会などとの関係:日本検査同学院の病理技師1

級，2級の制度とどう整合させるか，日本臨床検査技

師学会の中でPAがいかに位置付けされるかなどが

問題となろう。

5) 標榜化の問題:病理医の存在感が希薄化し，標榜化

の妨げになると懸念される。

6) 技師側の問題:技師側のメリットを真摯に考えるべ

きである。経営に苦しむ医療施設が多い現状では，技

師に病理医の代行をさせ，責任と負担を加重させる

可能性もある。また，病院側に病理医が不可欠な要

員だという認識が薄れ，その社会的認知度がさらに

低下する惧れも孕む。他に現場での技師の異動，学

会費や参加費などの負担増加も問題となろう。

4.PA制度導入の利点について:PA導入によりいか

なるメリットが生じると考えられているかを，以下

に記す。

1) 病理医不足に対する補填:病理医不足の早期解消は

望めない一方，診断病理医の役割は増加し，その業

務と責任は過重の一途である。技師に業務分担して

もらい，疲労から生じる誤診や事故を防ぐこともで

表3.委譲しても良いと思う項目（総計）

委譲可の項目 回答数 全体での
割合(1/473）

委譲可での
割合(1/227)

菌体確認 113  24% 50%

手術材料切り出し 69  15% 30%

免染結果判定 68  14% 30%

消化管スクリーニング 41  9% 18%

電顕標本作製 41  9% 18%

遠隔病理診断送信 36  8% 16%

解剖執刀 33  7% 15%

電顕所見読み 29  6% 13%

組織標本スクリーニング 24  5% 11%

生検材料処理 19  4% 8%

組織診断 2  0.4% 0.9%

表4.委譲しても良いと思う項目（専門医∩診断業務の総計）

委譲可の項目 回答数 全体での
割合(1/335）

委譲可での
割合(1/156)

菌体確認 57  17% 37%

手術材料切り出し 42  13% 27%

免染結果判定 41  12% 26%

消化管スクリーニング 27  8% 17%

遠隔病理診断送信 23  7% 15%

解剖執刀 21  6% 13%

組織標本スクリーニング 20  6% 13%

電顕標本作製 20  6% 13%

電顕所見読み 18  5% 12%

生検材料処理 8  2% 5%

組織診断 2  0.9% 1.3%
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きる。

2) 病理医の職域拡大:業務分担により時間に余裕が生

じ，病理医が患者に直接説明する「病理外来」が開

設でき，標榜化への道が開ける。臨床との検討会な

どにも積極的に参加でき，研究・教育など新たに活

躍の場が広がる。

3) 技師の職域拡大:技師がより高度な専門性を持ち，

医療現場での需要が高まる。また，専門性ゆえに異

動に影響されず，職務に専念できる可能性が増す。

4) 病理業務の精度管理:公的な資格審査を受けたPA

のみが業務を行えば，的確な精度管理ができる。

多くの病理医がPA制度導入には慎重であり，条件付の

賛成でも病理医業務の根幹に関する職務を委譲する意志は

ないことがわかった。病理医と技師との関係は長期的展望

に立って熟慮すべきで，病理医の将来にとり最善の選択は

何かを真剣に討議しなければならない。今回の結果は多く

の会員の貴重な声を反映しており，これを基に技師との関

係を考えていく必要がある。

アンケートに御協力頂いた方々に深謝致します。

（文責 公立陶生病院病理部 小野謙三）

＊なお，紙面の関係上，集計のraw dataは掲載できません

でした。詳細な情報を御希望の方は下記まで連絡くださ

い。

〒489-8642 愛知県瀬戸市西追分町160

公立陶生病院病理部 小野謙三

(e-mail address:byori＠tosei.or.jp）

病理学会企画委員会・病理検査技師との関係に関する小委

員会（平成16年～17年度）

中島 孝 (委員長）（群馬大学大学院医学系研究科・応

用腫瘍病理学）

坂本 穆彦 (企画委員会委員長）（杏林大学医学部 病理

学）

水口 國男 (帝京大学医学部附属溝口病院 臨床病理部）

村田 哲也 (JA三重厚生連鈴鹿中央総合病院 中央検

査科）

太田 浩良 (信州大学医学部保健学科 生体情報検査学）

横井 豊治 (名古屋大学医学部保健学科 検査技術科学）

梅宮 敏文 (千葉大学大学院医学研究院 腫瘍病理学）

佐藤 雄一 (北里大学医療衛生学部 遺伝子検査学）

徳永 英博 (熊本大学医学部附属病院 病理部）

小野 謙三 (公立陶生病院 病理部）

3. 会員の訃報

長与健夫名誉会員（平成19年10月12日ご逝去)

4. 常任理事会報告（平成19年7月・9月）

◎第4回（平成19年7月17日（火））

1.標榜科について，月29日に厚生労働省の菊岡課長補

佐と長村理事長が面談したが医道審議会診療科名標

榜部会にて継続審議中であるとのことである。

2.診療報酬について，7月3日に水田邦雄保険局長と面

談した（仙石議員，長村 根本 稲山 佐々木）。病

理診断体制や病理医のあるべき姿を「病理学会とし

てのビジョン」として明示してほしいとの話が出て

いるので，長村理事長が作成することとした。

3.がん対策推進基本計画について，6月27日に外口崇

健康局長と面談した（仙石議員，阿部議員，長村 根

本 稲山 佐々木）。病理診断の重要性をガイドライ

ンに入れるよう要望した。

4.英国病理学会との交流について，笹野公伸国際交流

委員長より諮問があった事項につき検討した。英国

病理学会より，シンポジウムの演者の指定があった

ので（都老人研・新井冨生先生）これを了承した。若

手の交換事業については，日本からの渡英旅費は現

在の国際交流事業の範囲内で支出できる。ジョイン

トでリサーチプロジェクトを立ち上げることについ

ては（5,000ポンドを半々負担），国際交流委員会で討

議するよう笹野委員長に回答することとした。

5.死因究明等の在り方に関する検討委員会について

は，法医学会との打ち合わせ会議を厚生労働省の佐

原室長の提案で開催することになり，病理学会から

は深山，黒田，真鍋が，法医学会からは池田先生，山

内先生，福永先生が出席することになっている。関連

して，病理学会認定施設および登録施設にアンケー

ト調査依頼をすることとした（支部長にアンケート

文案を諮った後）。

6.9月23日(日)に開催される「教育ワークショップ」で

は，病理学会外から，藤田保健衛生大学の松井俊和教

授が基調講演を行うプログラムが追加されたので，

これを了承した。

7.文部科学省内に「モデル・コア・カリキュラムの改訂

に関する専門研究委員会」が立ち上がっており，抜本

的な改訂をする予定とのことである。

8.IHE-J会議に谷山清己先生が会議に出席している

が，A会員になるメリットがあるかどうか，次回常任

理事会までに，担当の根本理事の対応を待つことと

した。

9.精度管理小委員会から出されている「免疫組織化学

検査の制度管理システム構築に関する検討 実施計

画書案」については，病理学会の倫理委員会を通すよ

う，羽場小委員会委員長と根本担当理事に依頼する
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こととした。

10.7月17日に100周年記念事業準備委員会が開催され

た。

11.7月15日に医学生対象のレジナビフェアがあり，

ブースを出展した。その報告が若手医師確保のため

の小委員会委員長大橋健一先生よりあった。病理学

会から参加した若手病理医の参加体験記をホーム

ページに掲載することが検討された。

12.学術会議公開シンポジウムとして法医学会との合同

シンポジウムの企画案を検討した。

13.病理・法医研修支援について，研修コースに進む医師

への奨学金（養成資金）の設立を厚生労働省に要望す

る骨子案を深山理事が作成することとした。

14.最高裁判所より依頼のあった鑑定人については，1名

を推薦することとした。

◎第5回（平成19年9月19日（水））

1.標榜科，診療報酬改定について，厚生労働省等と次の

通り面談・面談予定である。

8月21日 厚労省保険局医療課原徳壽課長との勉強

会

8月27日 厚労省保険局ヒアリング（長村 稲山

佐々木）

9月 4日 厚労省保険局医療課中野課長補佐面談

（長村 稲山 佐々木）

9月20日 中医協石井委員（医師会理事）との面談

予定

2.学術会議公開講演会については，法医学会との合同

で平成20年3月21日（金）に開催されることになっ

た。会場使用料・講演料等は法医学会との折半という

こととなった。

3.教育ワークショップは，年9月23日開催される。一

般参加者10名 教育委員会委員等参加者9名予定

である。

4.機構改革については，新公益法人法の改定にともな

い，平成20年12月1日よりとりあえず一般社団法

人となり，5年以内に公益社団法人に申請することと

する。

5. 病理検査技師との関係に関する小委員会（平成18

年3月まで）」では，支部を通じてアンケートをとっ

た結果・考察を小野謙三委員がまとめたので，会報へ

掲載することとした。

6.文部科学省・厚生労働省より，疫学研究に関する倫理

指針の改正等について通知があったので，会報に掲

載（URL）することとした。

7.IHE-J会議のA会員になるメリットについて，担当

の根本則道医療業務委員長より説明があったので会

員になることとした（年会費5万円）。

8.100周年記念事業については，実行委員会委員・発起

人依頼状を送付しているところである。

9.8月21日に開催されたサマーフェストの報告書を真

鍋小委員会委員長に依頼した。

10.死因究明等の在り方に関する検討会では，認定施設

（合計479施設）にアンケート送付をしており，9月

19日現在194施設からの回答があった。

11.本年度専門医試験では，病理専門医は92名が受験し

て69名が合格した（合格率75%）。口腔病理専門医

は，4名が受験して3名が合格した（合格率75%）。

12.平成20年度 7月26日・27日 東京医科歯科大学

にて実施されることが確認された。

平成21・22年度の試験会場は京都府立医科大学を

予定している。

13.8月28日の日本がん治療認定医機構第1回関連学会

連絡委員会に黒田理事が出席した。同機構の細則に

ある「基本領域の学会」に日本麻酔学会と日本病理学

会が追加されたとの報告があった。

14.9月5日，文部科学省による3年ごとの実地検査があ

り，事務局が対応した。
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会 員 各 位

第97回 日本病理学会総会についてのお知らせ

第97回 日本病理学会総会
会 長 中 沼 安 二

（金沢大学大学院医学系研究科 形態機能病理学）

第97回日本病理学会総会を下記の日程で開催いたします。次頁のとおり，宿題報告，特別講演，教育講演，シ

ンポジウム，ワークショップなどを企画いたしております。公募演題は一般演題 (口演及び示説）です。詳細につ

きましては総会ホームページをご覧ください。

会 期:2008年（平成20年）5月15日（木），16日（金），17日（土）

会 場:石川県立音楽堂，ホテル日航金沢 ほか

第97回日本病理学会総会ホームページ

http://med-gakkai.com/jsp97/

メインテーマ 「病理学のさらなる展開を求めて」

宿題報告

1) 胃がんのTranscriptome dissection―組織からのシーズの発見とその診断・治療への展開―:
安井 弥（広島大学）

2) ヒトがん免疫制御の分子病理学的基盤:佐藤 昇志（札幌医科大学）

3) 軟部腫瘍の病態:日常の診断から実験的探索へ:岩崎 宏（福岡大学）

特別講演

1) Nonalcoholic Fatty Liver Disease(NAFLD):Linda Ferrel(カリフォルニア大学SF校)

2) 細胞の死と再生から人の生死(しょうじ)まで:岡本 宏（東北大学）

教育講演

1) メタボリックシンドロームと臓器線維症―アディポネクチンを中心に―:船橋 徹 (大阪大学)

2) IgG4関連疾患の病理:中沼 安二 (金沢大学)

特別企画

競争的公的研究資金の獲得に向けて

シンポジウム（指定）(仮題)

1) がん生物像を規定する微小環境―がん・間質相互作用の新しい捉え方―

2) 悪性リンパ腫―診断・理解のポイント，最近の進歩から

3) 胆管・膵管のIPMNと上皮内病変

4) 発がん研究の機軸を求めて―遺伝子改変動物を用いた研究

ワークショップ（指定）(仮題)

1) 老化機構解明のための病理学的アプローチ

2) メタボリック症候群と血管障害

3) 肺癌研究における新たなエンティティとテクノロジー

4) 口腔粘膜上皮内癌:診断の科学的根拠

5) 感染症と神経疾患の最前線

6) 糖鎖と感染症

7) 自己免疫病発症機構の新たな概念

8) 炎症研究の新しい展開

9) 病理学のここが面白い

10) 病理業務/診療科としての病理診断科



11)『ワンデイ・パソロジー』の現状と将来展望―保険適応の動向も含めて―

12) 乳腺針生検の諸問題

13) 骨・関節疾患をめぐる最近の話題

14) 前立腺癌の発生と進展―病理診断への応用

15) 画像所見と細胞診断

16) 大腸鋸歯状病変のすべて

17) 肉芽腫性疾患の新たな概念

18) テレパソロジー/バーチャルスライド

19) 甲状腺低分化癌

市民公開講座

病理医に聞く，何でも相談コーナー」

病理診断講習会

1) 系統別病理診断講習会

2) 臓器別病理診断講習会

一般演題（公募）

1) 一般口演

2) 一般示説

3) 学部学生示説

一般演題募集要領

下記要領にて，一般演題を募集いたします。演題登録は，総会ホームページからのオンラインによる登録のみと

させていただきます。また，学部学生ポスターを今回も実施いたしますので，奮ってご応募ください。

演題応募期間

テスト登録開始 2007年10月16日（火）

本登録開始 2007年11月 1日（木）

演題登録締切 2008年 1月 8日（火）

演題登録画面

総会ホームページ:http://med-gakkai.com/jsp97/の演題募集ページにアクセスし，指示に従って登録

を進めてください。

日本病理学会ホームページ http://jsp.umin.ac.jp/からもリンクしています。

お問い合わせ先

第97回日本病理学会総会 運営事務局

〒920-8641 金沢市宝町13-1 金沢大学医学部附属病院1階 メディカルアート内

TEL:076-234-8411 FAX:076-234-8412
 

E-mail:jsp97＠med-gakkai.com
演題応募者の資格

演題申し込みは，連名者も含めて日本病理学会会員に限ります。現在会員でない方は日本病理学会事務局へ

お問い合わせください。入会書類をお送りいたします。

年会費は 15,000円（大学院生・初期研修医は10,000円），入会金は不要です。

演題の採否について

演題の採否ならびに発表形式の決定は会長一任とさせていただきます。後日，ご登録いただいたメールアド

レス宛にご連絡いたします。詳細につきましては，随時更新されます総会ホームページにてご確認いただき

ますようお願いいたします。

宿泊案内

総会ホームページ:http://med-gakkai.com/jsp97/交通・宿泊案内ページよりお申し込みください。（旅

行代理店:近畿日本ツーリスト株式会社 金沢支店）


